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地域指定年度 昭和44年度 

計画策定年度 昭和46年度 

計画見直し年度 昭和56年度 

 平成 9年度 

 平成16年度 

 平成21年度 

 平成27年度 

 令和 2年度 

 令和 7年度 

函南町農業振興地域整備計画書（案） 

令和８年５月 

静岡県田方郡函南町 
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別記 農用地利用計画 

 

（１） 農用地区域 

ア 現況農用地等に係る農用地区域 

別表に掲げている地番に該当する土地を農用地区域とする。 

 

イ 現況森林、原野等に係る農用地区域 

別表に掲げている地番に該当する土地を農用地区域とする。 

 

（２） 用途区分 

下表の「地区名」に係る農用地区域内の農業上の用途は、「用途区分」欄に掲げるとおりとする。 
 

地区名 用途区分 

平地地区 

（Ａ地区） 

農 地 ：下記の用途として区分した区域以外の区域 

 次の農地を除外する 

 令和８年  月  日 

 ・上沢字田中111番の一部（200.02㎡） 

農 業 用 施 設 用 地 ：農用地区域とする別冊調書の用途区分欄を農業用施設

とした地番に該当する土地 

 



 

申 請 地 



様式第2-3号（農用地利用計画変更内容一覧表）

１　総括表

田 畑 樹園地 小計 田 畑 樹園地 小計

件 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

0.00 0.00 0.00

(　　　) ( 0.00 ) （　　　　） （　　　　） （　　　　） ( 0.00 ) （　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　） － － － － － － －

件 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

1 200.02 200.02 0.00 0.00 200.02 0.00 0.00 - 0.00 0.00 200.02 0.00 0.00 200.02 0.00 0.00 -

[　　　　] [ 0.00 ] [　　　　] [　　　　] [　　　　] [ 0.00 ] [　　　　] [　　　　] [　　　　] [　　　　] [　　　　] [　　　　] [　　　　] [　　　　] [ 0.00 ] [　　　　] [　　　　] [　　　　]

（Ａ分類） (　　　) ( 0.00 ) （　　　　） （　　　　） （　　　　） ( 0.00 ) （　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　） － － － － － － －

（Ｂ分類） (　　　) ( 0.00 ) （　　　　） （　　　　） （　　　　） ( 0.00 ) （　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　） － － － － － － －

件 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

0.00 0.00 0.00

(　　　) ( 0.00 ) （　　　　） （　　　　） （　　　　） ( 0.00 ) （　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　） － － － － － － －

(1)　農用地利用計画の変更事由別の概要　（現況による）

　①　農用地区域への編入

件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積

件 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

0 0.00

( 0 ) ( 0.00 ) （　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　）

新規 既存

法第10条
第３項該当

（うち荒廃農地
/Ａ分類）

第５号該当

件数 面積

10ha以上
集団的農用地

土地改良事業等の施行の区域内
土地改良施設用地 農業用施設用地

国の農業施策
（　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　） （　　　　　　　　　　　）

用途変更

（うち荒廃農地
/Ａ分類）

区　　分

変　　　　　更　　　　　の　　　　　事　　　　　由　　（法第10条第３項各号のいずれかに該当する土地）

計 第１号該当 第２号該当 第３号該当 第４号該当

混牧林地

編　　入

（うち荒廃農地
/Ａ分類）

除　　外

[ うち８年未経 ]

（うち荒廃
農地）

混牧林地
混牧林地
以外の

山林原野
その他

農　　　　　　地 採草
放牧地

農業用
施設用地

農用地利用計画変更内容一覧表

区　　分

計 現　　況　　に　　よ　　る　　区　　分　　別　　面　　積 用　　途　　に　　よ　　る　　区　　分　　別　　面　　積

件数 面積
農　　　　　　地 採草

放牧地
農業用

施設用地



様式第2-3号（農用地利用計画変更内容一覧表）

　②　農用地区域からの除外

件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積

件 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

1 200.02 1 200.02

（Ａ分類） ( 0 ) ( 0.00 ) (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　）

（Ｂ分類） ( 0 ) ( 0.00 ) (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　）

件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

(　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　）

(　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　）

件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積

件 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

0 0.00

[ 0 ] [ 0.00 ] [　　　　] [　　　　] [　　　　] [　　　　] [　　　　] [　　　　] [　　　　] [　　　　] [　　　　] [　　　　] [　　　　] [　　　　]

（Ａ分類） ( 0 ) ( 0.00 ) (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） （Ａ分類） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　）

（Ｂ分類） ( 0 ) ( 0.00 ) (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） （Ｂ分類） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　）

件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積

件 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

0 0.00 0 0.00 0 0.00

（Ａ分類） ( 0 ) ( 0.00 ) (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） ( 0 ) ( 0.00 ) (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） ( 0 ) ( 0.00 )

（Ｂ分類） ( 0 ) ( 0.00 ) (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） ( 0 ) ( 0.00 ) (　　　) （　　　　） (　　　) （　　　　） ( 0 ) ( 0.00 )

（　　　　　　　　　　　） （　　　　　　　　　　　） 小計

法第10条第３項非該当

（うち荒廃
農地）

面積
（　　　　　　　　　　　） （　　　　　　　　　　　） （　　　　　　　　　　　） （　　　　　　　　　　　） 小計

[ うち８年未経 ] [ うち８年未経 ]

（うち荒廃
農地）

（うち荒廃
農地）

区　　分

変　　　　　更　　　　　の　　　　　事　　　　　由　　（法第10条第３項各号のいずれにも該当しなくなった土地）

計 法第15条の２第１項の開発許可不要に該当した土地 左記以外（転用計画なし）

件数

（　　　　　　　　　　　　） （　　　　　　　　　　　　） (　　　　　　　　　　) (　　　　　　　　　　)

法第10条第４項該当
その他

法第13条第１項該当

（Ｂ分類）

区　　分

計 公共事業等

区　　分

農業振興地域の増減に係る事由

件数 面積
（　　　　　　　　　　　　） （　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　） （　　　　　　　　　　　　） （　　　　　　　　　　　　） （　　　　　　　　　　　　）

法第13条第２項該当

（Ａ分類）

法第13条第２項該当

（うち荒廃
農地）

工場 流通業務施設 （　　　　　　　　　　　　） （　　　　　　　　　　　　）

病院・診療所  福祉施設  店舗・沿道サービス

件数 面積
農　家 そ　の　他 農　家 その他

区　　分

変　　　　　更　　　　　の　　　　　事　　　　　由　　（転用計画のある土地）

計 自　己　住　宅  分　家　住　宅 
農業用施設



様式第2-3号（農用地利用計画変更内容一覧表）

(2)　農用地利用計画の集団的農地の規模別・土地改良事業等の実施状況別の変更概要　（現況による）

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

0.00 0.00 0.00

うち荒廃農地（Ａ分類） 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00

うち荒廃農地（Ａ分類） 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00

うち荒廃農地（Ａ分類） 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00

うち荒廃農地（Ａ分類） 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00

うち荒廃農地（Ａ分類） 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00

うち荒廃農地（Ａ分類） 0.00 0.00 0.00

200.02 0.00 200.02 0.00

うち荒廃農地（Ａ分類） 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00

うち荒廃農地（Ａ分類） 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00

うち荒廃農地（Ａ分類） 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00 200.02 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 200.02 0.00

うち荒廃農地（Ａ分類） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

うち荒廃農地（Ａ分類） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

うち荒廃農地（Ａ分類） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00 200.02 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 200.02 0.00

うち荒廃農地（Ａ分類） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

計

土地改良事業等
実施済み

農地

うち区画整理等
実施済み

農地

土地改良事業等
未実施

農地

計
農地

10ha未満

土地改良事業等
実施済み

農地

うち区画整理等
実施済み

農地

土地改良事業等
未実施

農地

10ha以上
20ha未満

土地改良事業等
実施済み

農地

うち区画整理等
実施済み

農地

土地改良事業等
未実施

農地

20ha以上

土地改良事業等
実施済み

農地

うち区画整理等
実施済み

農地

土地改良事業等
未実施

農地

田 畑 樹園地 編入 除外 用途変更

編入 除外 用途変更 計

田 畑 樹園地 田 畑 樹園地



様式第2-3号（農用地利用計画変更内容一覧表）

※「変更の事由」の欄が不足する場合は、適宜追加すること。

※「用途による区分別面積」欄は、「除外」及び「用途変更」の場合、当該地の除外及び用途変更前の農用地利用計画上の用途区分を記入する。ただし、農用地利用計画上の用途区分が農地の場合は現況により田、畑、
樹園地別に区分し、現況が荒廃農地の場合は耕作当時の状況により区分する。また、開発予定であった山林原野の場合は予定していた用途により区分する。
　「編入」の場合、当該地の編入後の農用地利用計画上の用途区分を記入するが、農用地利用計画上の用途区分が農地の場合は計画用途により田、畑、樹園地別に区分し、現況が荒廃農地または開発予定の山林原野
等の場合は開発後の利用目的により区分する。

※「現況による区分別面積」の欄には、田、畑、樹園地、採草放牧地、農業用施設用地、混牧林地、（混牧林地以外の）山林原野、その他別に区分して記入する。
　なお、当該地が荒廃農地の場合は耕作当時の状況により区分し記入する。
　法第15条の２第１項に規定される開発許可不要であり、農地法上も転用許可不要で、農用地区域を変更せずに施設を整備した場合は、今回定期変更の精査後の現況で記入する。

※[うち８年未経]の欄には、土地改良事業等の実施中及び完了後８年未経過の土地を含む除外について、項目ごと、件数・面積を内数で記入する。

※（うち荒廃農地）の欄には、荒廃農地調査に基づく荒廃農地の区分により「Ａ分類」「Ｂ分類」を含む除外について、項目ごと、件数・面積を内数で記入する。

※「農用地区域への編入」について、第２号該当の場合は、土地改良事業等の実施により新たに施行の区域内の土地となる場合と、既に土地改良事業等の施行の区域内の土地であった場合を区別して記入する。また、重
複して該当する場合は、既に土地改良事業等の施行の区域の土地であった場合として記入する。
　第５号該当の場合は、各市町農振整備計画の農用地区域の設定方針において該当する項目を簡潔に表現し、記入する。
　なお、法第10条第３項第１号及び第２号に重複して該当する場合は、第１号を優先し、記入する。

※「農用地区域からの除外」について、「法第13条該当」及び「法第10条第４項該当」の欄は、転用計画の内容ごとに件数・面積を記入する。除外する土地に土地改良事業等の実施中及び完了後８年未満の土地を含む場
合は[　　]内に各項目ごと、件数・面積を内数で記入する。除外する土地に、荒廃農地調査に基づき区分される「Ａ分類」「Ｂ分類」を含む場合は各項目ごと、件数・面積を内数で記入する。
　「法第10条第３項非該当」の欄には、法第15条の２第１項に規定される開発許可不要であり、農地法上の転用許可不要で、農用地区域を変更せずに、施設を整備した場合に、該当する転用事業の内容を簡潔に表現し記
入する。それ以外の事由で除外する場合は、市町農振整備計画における農用地区域の設定方針の但し書き（設定方針に含まない事項）の内容を簡潔に表現し記入する。また、除外する土地に、荒廃農地調査に基づき区
分される「Ａ分類」「Ｂ分類」を含む場合は各項目ごと、件数・面積を内数で記入する。



様式第2-3号（農用地利用計画変更内容一覧表）

 
２　個別一覧表

-1

大字・字 地番
荒廃農地の状況・
精査前の現況等

集団的農地の規模

㎡

1 A-11 上沢字田中 111番の内 田 田 田 田 200.02 5号 10ha未満 除外

㎡

㎡

㎡

㎡

面　積
法第10条第3項該当

条項

変更区分
(除外･
編入･

用途変更)

整理
番号

地区
記号
区域
番号

土地の所在地
用途
区分

地目 現況



様式第2-3号（農用地利用計画変更内容一覧表）

 
２　個別一覧表

大字・字 地番

1 A-11 上沢字田中 111番の内

整理
番号

地区
記号
区域
番号

土地の所在地

-2

一戸建専用住宅(分家住宅)

団体営かんがい排水事業　八
ツ溝地区の受益地であるが、
事業完了後8年以上が経過し、
防護柵設置事業の為問題無
し。

地域計画の区域外であり、除外しても周辺農地への影響は軽微
であることから除外する。

法第13条第2項

摘　要 その他変更理由及び目的 土地改良事業等との関連 市町の意見



※「市町の意見」欄には、除外の場合は法の規定に照らした市町の意見を、編入の場合は法第10条第３項に照らした市町の意見を記入する。

※「摘要」欄には、除外の場合は「法第13条第２項」「法第13条第１項」「法第10条第３項非該当」又は、「法第10条第４項に該当する土地（施行令第８条第○号の○又は、施行規則第４条の５第○号該当施設用
地）」のいずれか該当するものを記入する。

※「その他」欄には、農用地利用計画の変更に係わる同意の審査において、その他の資料で確認ができないが、必要な事項（土地所有者住所氏名、事業計画者住所氏名等）を記載する。（その他の資料で確
認できる場合は記載不要）。

※「用途区分」欄は、変更区分が除外及び用途変更の場合、当該地の除外及び用途変更前の農用地利用計画上の用途区分を記入する。ただし、農用地利用計画上の用途区分が農地の場合は現況により
田、畑、樹園地別に区分し、現況が荒廃農地の場合は耕作当時の状況により区分する。また、開発予定であった山林原野の場合は予定していた用途により区分する。
変更区分が編入の場合、「用途区分」には当該地の編入後の農用地利用計画上の用途区分を記入するが、農用地利用計画上の用途区分が農地の場合は計画用途により田、畑、樹園地別に区分し、現況が
荒廃農地または開発予定の山林原野等の場合は開発後の利用目的により区分する。

※「地目」欄には当該地の登記地目を記入する。

※「現況」欄には田、畑、樹園地、採草放牧地、農業用施設用地、混牧林地、（混牧林地以外の）山林原野、その他別に区分して記入する。
　なお、当該地が荒廃農地の場合は耕作当時の状況により区分し記入する。また、その場合、現状は荒廃農地である旨及び荒廃農地調査に基づく荒廃農地の区分「Ａ分類」「Ｂ分類」を「荒廃農地の状況・精
査前の現況等」の欄に加えて記入する。
　　法第15条の２第１項に規定される開発許可不要であり、農地法上も転用許可不要で、農用地区域を変更せずに施設を整備した場合は、今回定期変更の精査後の現況を記入するとともに、精査前の現況を
「荒廃農地の状況・精査前の現況等」の欄に加えて記入する。

※「法第10条第３項該当条項」欄には、当該土地が法第10条第３項各号のいずれに該当し、農用地区域に定められているかを記載する（複数該当する場合あり）。第１号（集団的に存在する農用地で10ha規模
以上のもの）に該当する場合は、集団的農地の規模（20ha以上/10ha以上20ha未満）別に記載する。

※「変更理由及び目的」欄には、除外の場合は除外理由（除外する土地が農用地区域の設定基準（法第10条第３項各号）に該当しないこととなった理由、農用地区域に含まれない土地（法第10条第４項、令第
８条各号、規則第４条の５各号に掲げる事項）となった理由又は農用地等以外の用途に供することを目的として農用地区域から除外することを適当とした理由（法第13条第１項及び第２項に掲げる事項））及び
転用計画がある場合はその目的･内容を記入するとともに、「１総括表」の変更事由のうちのどれに区分されるかを記入する。
　編入の場合は編入する土地が農用地区域の設定基準（法第10条第３項各号）に該当することとなった理由を具体的に記入する。
　用途変更の場合は、当該地の変更後の用途区分（農地の場合は計画用途により田、畑、樹園地別に区分）を記入する。

※「土地改良事業等との関連」欄には、当該土地が施行の区域内となっている土地改良事業等の事業名、地区名、事業実施期間、事業種目を記載する。農業生産基盤整備事業等の実施を予定する土地とし
て編入する場合は、当該事業の事業名、地区名、事業実施期間を記載する。



様式第 2-4 号（整備計画変更概要） 

地域指定年度   昭和 45 年３月 31 日 

整備計画策定年度 昭和 46 年４月１日 

 

函南町農業振興地域整備計画のうち農用地利用計画の変更概要 

                     令和８年５月 29 日 

１ 農用地利用計画 

(1) 農業振興地域の変更概況（現況）             単位：ha 
 農業振興地域の土地利用概況（現況） 

農用地 
混牧

林地 

農業
用施
設用
地 

混牧林地
以外の山
林原野 

その他 計 農地 採草 
放牧
地 

小計 
田 畑 樹園地 小計 

変更前 263.74 560.01 0.00 823.76 0.00 823.76 0.00 29.91 1,135.70 1,575.63 3,565.00 

変更後 263.72 560.01 0.00 823.74 0.00 823.74 0.00 29.91 1,135.70 1,575.65 3,565.00 

増 減 △0.02 0.00 0.00 △0.02 0.00 △0.02 0.00 0.00 0.00 0.02 0.00 

農業振興地域内の土地利用状況を現況別に、小数点第２位まで記入。 

 

 (2) 農用地利用計画の変更概要 

  ア 用途区分別                単位：ha 
 農用地利用計画 

農用地 
混牧 

林地 

農業
用施
設用
地 

計 農地 採草 
放牧
地 

小計 
田 畑 樹園地 小計 

変更前 211.30 361.28 0.00 572.58 0.00 572.58 0.00 3.03 575.61 

変更後 211.28 361.28 0.00 572.56 0.00 572.56 0.00 3.03 575.59 

増 減 △0.02 0.00 0.00 △0.02 0.00 △0.02 0.00 0.00 △0.02 

農用地利用計画の用途区分別の面積を小数点第２位まで記入。山林原野は予定している農地造成後の用途で区分。 

 

  イ 現況別                        単位：ha 
 農用地区域の土地利用概況（現況） 

農用地 
混牧 

林地 

農業
用施
設用
地 

混牧林
地以外
の山林
原野 

その他 計 農地 採草 
放牧
地 

小計 
田 畑 樹園地 小計 

変更前 210.59 266.15 0.00 476.74 0.00 476.74 0.00 0.31 82.76 15.80 575.61 

変更後 210.57 266.15 0.00 476.72 0.00 476.72 0.00 0.31 82.76 15.80 575.59 

増 減 △0.02 0.00 0.00 △0.02 0.00 △0.02 0.00 0.00 0.00 0.00 △0.02 

農用地区域の土地利用状況を現況別に小数点第２位まで記入。荒廃農地については耕作当時の状況別に記入。 

 

(3) 農用地利用計画の変更内容 

    様式第 2-3 号のとおり 



 

２ 土地利用区分の方向（※定期変更時のみ） 

 (1) 土地利用の方向 

  ア 土地利用の構想 

    農用地 農業用施設用地 森林原野 住宅地 工場用地 その他 計 

 実数 比率 実数 比率 実数 比率 実数 比率 実数 比率 実数 比率 実数 比率 

現 在 

(R○○) 

              

目 標 

(R○○) 

              

増減               

 ※表は参考様式。市町農業振興地域整備計画の記載内容に準じて記載する。 

  イ 農用地区域の設定方針 

設定方針 変更前 変更後 

現 況 農 用 地 に つ

いて 

  

農 用 地 区 域 と し

ない地域、地区及

び施設について 

  

土 地 改 良 施 設 用

地について 

  

農 業 用 施 設 用 地

について 

  

現況森林・原野に

ついて 

  

 

 (2) 農用地等利用の方針 

区分  

 

 

地区名 

農地 採草放牧地 混牧林地 農業用施設 計 
森林 

原野等 

現
況 

将
来 

増
減 

現
況 

将
来 

増
減 

現
況 

将
来 

増
減 

現
況 

将
来 

増
減 

現
況 

将
来 

増
減 

現況 

                 

                 

                 

計                 

 ※表は参考様式。市町農業振興地域整備計画の記載内容に準じて記載する。 



３ 整備計画の変更手続経過 

年月日 内容* 備考 

 

令和８年５月 11 日 

 

令和８年５月 18 日 

 

 

 

令和８年５月 18 日 

 

 

令和８年５月 25 日 

 

 

 

 

令和８年５月 25 日 

 

 

令和８年５月 29 日 

 

 

 

 

変更申出の受付 

 

函南町農業委員会   意見聴取依頼 

富士伊豆農業協同組合 意見聴取依頼 

函南東部農業協同組合 意見聴取依頼 

 

現地調査 

 

 

富士伊豆農業協同組合、函南東部農業協

同組合、函南町農業委員会、函南町農業

振興地域整備促進協議会より意見聴取完

了 

 

函南町農業振興地域整備促進協議会の開

催、審議 

 

静岡県へ変更事前協議 

 

 

 

 

 

 

 

函南町農業振興地域整

備促進協議会 

 

 

 

 

 

 

函南町農業振興地域整

備促進協議会 

*内容欄には「変更申出の受付」、「現地調査」、「市町村協議会の開催」、「事前協議」、「公告縦覧・異議申出の受付」等を

記入する。 

 



４ 農業振興地域の指定及び整備計画の策定及び変更経過 

(1) 農業振興地域の区域の指定及び区域変更 
 告示年月日 告示番号 備考 

農業振興地域の区域の指定    

農業振興地域の区域の変更    

同上    

 

(2) 農業振興地域整備計画の策定及び変更 

 
協議完了 

年月日* 

協議完了 

文書番号* 

12 条公告 

年月日 
備考** 

整備計画策定     

第１回整備計画変更     

第２回  〃     

第３回  〃     

第４回  〃     

     

     

     

     

     

     

     

*「協議完了年月日」、「協議完了文書番号」欄は、平成 12 年 3月 31 日以前については、「認可年月日」、「認可文書番号」

を記入する。 

**「備考」欄には定期変更、随時変更、軽微変更の区分を記入する。 



参考様式Ｑ（事業調整調書） 

事業調整調書  

１ 土地改良事業等一覧 

（整理番号    ） 

Ｎｏ． 事  業  名 地区名 実施年度 
受益面積 全体 

   （市町内） 
除外面積 対図番号 

１ 
団体営 

かんがい排水事業 
八ツ溝川地区 昭和 56 年度 

6.5ｈａ 

 

（6.5ｈａ） 

200.02  

２       

３       

４       

       

       

       

※農用地利用計画の変更に際し、除外案件に係る関連事業が複数ある場合にこの一覧表を作成する。 

※整理番号は、様式第 2-3 号 農用地利用計画変更内容一覧表のうち「２ 個別一覧表」の整理番号を記入する。 



 

２ 個別調整調書 

（整理番号  １ ） 

事   業   名 

地   区   名 

（ 事業実施年度 ） 

（ 事 業 主 体 ） 

全体受益面積  ha 

（ かい廃受益 ） 

（かい廃財産 千円） 

工種・延長等 

調    整   経   緯 

農林事務所課名 

（担当者名） 

市町名課名 

（担当者名） 
調整年月日 具体的措置方針 

 

Ｎｏ．１ 

 

団体営 かんがい排水事業 

  八ツ溝川地区 

（昭和 56 年度） 

（実施主体：函南町） 

 

6.5ha 

（かい廃受益 200 ㎡） 

（かい廃財産無し） 

 

 

東部農林事務所 

農村計画課  

中野真樹子 

 

函南町産業振興課 

森田雄太 

 

Ｒ８年５月 

 

・周囲は宅地化が進んでおり、周辺

営農への支障は無い。 

・土地改良施設のかい廃は無い。 

・団体営かんがい排水事業 八ツ溝

地区の受益地であるが、事業完了

後８年以上経過していること、防

護柵設置の事業であるため、問題

ない。 

・当該地は土地改良区の受益地では

ない。 

（整理事項） 

１ 補助金返還  受益地の転用に伴う補助金返還要領に基づくもの       ・８年未経過の有無   有り（→返還、返還免除）  無し 

         補助金等に係る予算の執行適正化に関する法律に基づくもの  ・耐用年数未経過の有無 有り（→返還、返還免除）  無し 

２ 土地改良財産のかい廃                     有り（財産処分承認 要、不要）  （→機能補償 要、不要）  無し 

３ 代替受益の確保                        有り   無し 

４ 事業計画の変更                        要    不要 

 

※当該書類については、「土地改良事業の受益地の転用に伴う補助金の返還措置について」（昭和 44 年５月 24 日付け 44 農地Ａ第 826 号農林事務次官通知）

に基づき、作成するものである。 

※整理番号は、様式第 2-3 号 農用地利用計画変更内容一覧表のうち「２ 個別一覧表」の整理番号を記入する。 

※基本的に事業ごとに作成する。 



参考様式Ｕ（市町の判断理由） 

 
農用地利用計画の変更に係る市町の判断理由（法第 13 条第２項関係） 

(1/2) 
      （函南町） 

整理番号  土地の所在地 田方郡函南町上沢字田中 111 番の内 

土地所有者の概要 

農家分類 認定 ・ 専業 ・ １兼 ・ ２兼 ・ 非農家 

主な経営品目  － 

代替地の要望 有 ・ 無 後継者の有無 有 ・ 無 

事 業 計 画

の概要 
申出人は現在実家にて家族と同居しているが、実家を姉が継承することとなり、一戸建

専用住宅の建築を計画しています。親の介護等も考慮して土地を選定した結果、本申出

地にて分家住宅１棟を建築するものです。 
 
敷地面積 200.02 ㎡ 

   （農用地） （山林） (農業用施設) （その他） （計） 

 土地（㎡） 農用地区域内 200.02 0 0 0 200.02 

  農用地区域外 0 0 0 0 0 

  計 200.02 0 0 0 200.02 

 施設（㎡） 施設面積 57.10 0 0 0 57.10 

  延べ面積 105.91 0 0 0 105.91 

法第 13 条

第 ２ 項 各

号 に 対 す

る 市 町 の

意見 

第 １ 号 関

係 
「農用地等以外の用途に供することが必要かつ適当」と判断した理由 
除外後の農地区分については、道路、下水道その他公共施設又は鉄道の駅そ 
の他の公益的施設の整備の状況が省令で定める程度に達している区域である 
ことから、第 3 種のうちに該当し、原則転用可となっています。都市計画課 
とは事前相談済みであり、建築面積 57.10 ㎡、延床面積 105.91 ㎡であり、駐 
車台数２台を考慮しても、敷地面積は適当であると考えます。 

 「農用地区域以外の土地をもつて代えることが困難」と判断した理由 
 申請人の父が所有する土地において代替性の検討を行ったが、宅地化率が低

い、現況公衆用道路である、接道の無い山林など、条件を満たす土地がほ

かにない状況である。 



法第 13 条

第 ２ 項 各

号 に 対 す

る 市 町 の

意見 
（つづき） 

第 ２ 号 関

係 
「地域計画の達成に支障を及ぼすおそれがない」判断理由 

令和 8年 4月 2 日地域計画変更の公告を行い、地域計画から外れた区域であ 

り、地域の生産振興や産地形成に支障はない。 

 第 ３ 号 関

係 
「農用地の集団化、農作業の効率化等に支障を及ぼすおそれがない」判断理由 
周辺の宅地化率が高く、集団化している農地とは言えない。数筆の農地の集 
まりの端に位置しており、他の農地への影響はない。 

 第 ４ 号 関

係 
「認定農業者等の農用地の利用集積に支障を及ぼすおそれがない」判断理由 

 認定を受けている経営改善計画の面積に申請地は含まれていない。認定農業者の

農業経営には影響はない。 

 第 ５ 号 関

係 
「土地改良施設の機能に支障を及ぼすおそれがない」判断理由 

 雨水は前面道路側溝、汚水は公共下水道へ排水し、農業用水路へは流入しな 
い。その他、土地改良施設に係る工事はなく、その機能に及ぼすおそれはな 
い。 

 第 ６ 号 関

係 
「当該変更に係る土地が法第 10 条第３項第２号に規定する土地改良事業等の

工事が完了した年度の翌年度から起算して８年を経過した土地」であることの

整理 

   補助金返還の対象無し。 

土地改良事業等の事業

調整について 
※該当事業がある場合、

参考様式Ｑを添付 

 
土地改良事業実施主体とは協議済み。 

農協、農業委員会等の意

見 
※意見ありの場合、聴取

意見のコピー等を添付 

農協 意見  有 ・ 無 / 意見反映の状況（        ） 

農業委員会 意見  有 ・ 無 / 意見反映の状況（        ） 

土地改良区 意見  有 ・ 無 / 意見反映の状況（        ） 

森林組合 意見  有 ・ 無 / 意見反映の状況（        ） 

 


